
令和５年度人権問題についての意識調査の概要

１.調査対象　日南町に住民登録をされている１８歳以上の全ての者　3,685人（令和５年１２月１０日現在）

２.回答状況　宛先不明等で返送された者を除く3,662人のうち1,192人の回答

３.回 答 率　 32.6%

（１.　人権全般・習慣について）

　※グラフの数字の単位は、すべて%です

回答者の年代

（本文P.1)

〇７０代以上の回答者が一番多く、１０代～２０代の回答

が一番少ない結果。

Q.1　「人権」について、身近な問題として感じたことが

あるか。あてはまるものを１つ選択

（本文P.2)

〇「ある」という回答が一番多い。（54.6%）

10～20代, 3.2

30代, 4.3

40代, 7.6

50代, 10.2

60代, 24.0

70代以上, 50.5

不明, 0.4

回答者の年代

10～20代 30代 40代 50代 60代 70代以上 不明

たびたびある, 

14.3

たまにある, 40.3

ほとんどない, 37.3

まったくない, 7.8
無回答, 0.3

人権を身近に感じるか

たびたびある たまにある ほとんどない まったくない 無回答



　今回の調査では、前回と比較して人権を身近に感じる人が大きく減り、身近なものになっていない人が増えている結果となった。

　これは、社会全体が人権を大切にするよう変化してきた成果と見る一方で、無関心が広がっている可能性もある。

　また、前回調査より、見聞きの経験がある人が増加しており（9.5ポイント増）、これは差別等の増加によるものか、人権意識が高まり差別を見抜く力をつけた人が増加したのか、今後の

状況を注視していく必要がある。

Q2.　日常生活の中で自分自身が差別や人権侵害を受けた

ことがあるか。

あてはまるものを1つ選択

（本文P.4)

〇「ない」という回答が一番多い。（70.8%）

Q2－②　日常生活の中で他人が差別や人権侵害を受けた

のを見たり聞いたりしたことがあるか。

あてはまるものを1つ選択

（本文P.6)

〇「ない」という回答が一番多い。（57.4%）

たびたびある たまにある ほとんどない まったくない 無回答

たびたびある, 2.4

たまにある, 20.9

ほとんどない, 46

まったくない, 24.8

わからない, 

3.4

無回答, 2.5

差別・人権侵害を受けた経験の有無

たびたびある たまにある ほとんどない まったくない わからない 無回答

たびたびある, 4.9

たまにある, 37.6

ほとんどない, 43.4

まったくない, 

14

無回答, 0.1

差別・人権侵害の見聞きの経験

たびたびある たまにある ほとんどない まったくない 無回答



Q.2-③　見聞きした差別や人権侵害はどのような内容だっ

たか。あてはまるものすべて選択。

（本文P.7）

〇「1.名誉を傷つけられたり、侮辱されたりした。」が一

番多く、「2.差別待遇を受けた」、「3.地域等で仲間はず

れやいじめ、パワハラを受けた」と続く。

　前回の調査では、「3.」が一番多く、「1.」と続いた。

Q.3　日南町内において、人々の意識の中の差別や偏見、

あるいはこだわりがあると思われるものはどれか。あては

まるものをすべて選択。

（本文P.9)

〇「13.わからない」という回答が一番多く、前回調査結

果より、急増した結果となった。（23.6ポイントの増加）

　次いで「1.同和地区の人々に関すること。」に続く。

　前回の調査では、「1.」が最多であった。

　依然として町民の多くが「部落差別」の存在を認識して

いるという結果となった。

42.2

40.6

40.6

7.4

13

14.3

8.3

10.4
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１．名誉（めいよ）を傷つけられたり、侮辱（ぶじょく）されたりした。

２．差別待遇（民族・信条・性別・社会的身分・出身地等により不平等・不利益な取り扱

いをされること）を受けた。

３．地域・職場などでの仲間はずれやいじめ、上司等によるパワーハラスメント。

４.家庭内での暴力・虐待

５．プライバシーの侵害、ストーカー行為

６．インターネット上の掲示板などへの不適切な書き込み。

７．セクシャルハラスメント（性的いやがらせ）。

８．その他

経験・目撃した差別・人権侵害の内容（複数回答）

30.8

21.2

28.6

8

19.7

8.9

4.7

1.2

6.4

4.3

9

7.7

36.1

2.4

4.6

0 5 10 15 20 25 30 35 40

１．同和地区の人々に関すること。

２．性別に関すること。

３．障がい者に関すること。

４．子どもに関すること。

５．高齢者に関すること。

６．在日外国人に関すること。

７．ハンセン病患者や回復者、エイズなどをはじめとする他の病気に関すること。

８．アイヌ民族等に関すること。

９．刑を終えて出所した人に関すること。

10．犯罪被害者やその家族に関すること。

11．LGBT(ﾚｽﾞﾋﾞｱﾝ･ｹﾞｲ･ﾊﾞｲｾｸｼｬﾙ･ﾄﾗﾝｽｼﾞｪﾝﾀﾞｰ)の人々に関すること。

12．差別や偏見が存在しているとは思わない。

13．わからない。

14．その他

無回答

意識に存在している差別や偏見（複数回答）



（２.教育・啓発活動について）

Q.4　人権問題について理解を深め、人権意識を高めるた

めには、今後どのような取り組みを行えばよいと思うか。

3つ以内で選択。

（本文P.11)

〇「3.学校教育の中で・・。」という回答が一番多い。

　前回調査と同様に一番多くの人が選んでいる。

　次いで、「1.・・慣習や社会の仕組みを改める。」が続

き、人権問題は、慣習等を改めるとともに、学校教育・社

会教育・家庭教育で取り組むことの重要性が認識されてい

る。

Q.5－①　過去5年間に人権問題についての講演会等

への参加回数。あてはまるものを1つ選択

（本文P.13)

〇「4．参加したことがない」について、過去3回の調査結

果の推移を見ると、増加傾向にある。

　この結果については、危機感をもって対応に臨む必要が

ある。
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36.3

49.3

22.9

21.6

8.3

10.4

5.7

13.9
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1.2
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１．差別や偏見につながる慣習や社会の仕組みを改める。

２．家庭の中で、人権を尊重する心を育てる取り組みを行う。

３．学校教育等の中で、人権を尊重する心を育てる教育に力を入れる。

４．行政が、人権意識を深めるための啓発活動などを積極的に推進する。

５．自治会など地域や企業、職場での取り組みを充実させる。

６．人権意識は向上しているので、特別に取り組む必要はない。

７．個人の意識の問題であり、他人が介入する必要はない。

８．どんな取り組みをしても変わらない。

９．わからない。

１０．その他

無回答

人権意識を高めるための取り組み（複数回答）

１．１０回以上参加

した。, 7.4

２．５～９回

参加した。, 

13.3

３．１～４回参加し

た。, 38.8

４．参加したことが

ない。, 40.3

無回答, 0.2

懇談会等への参加回数

１．１０回以上参加した。 ２．５～９回参加した。 ３．１～４回参加した。

４．参加したことがない。 無回答



Q.5－②　参加したとき、どのような意識で参加をした

か。あてはまるものを1つ選択

（本文P.15）

〇積極的に参加してくださる方が増えることを期待した

い。

Q.5－③　参加したときの感想。考えに近いものをすべて

選択

（本文P.16)

〇「4.人権問題は日常の生活や仕事と深く関わっているこ

とに気づいた。」という回答は一番多い。

　人権問題は、わたしたちの暮らしに深く関係している。

その暮らしをよりよくするためにも、引き続き懇談会等を

行ない、啓発に努める。

１．自らの意思で

積極的に参加して

きた。, 45.1２．地域や職場の

参加割当などで仕

方なく参加してき

た。, 46.7

３．その他, 4.6 無回答, 3.6

懇談会等への参加意識

１．自らの意思で積極的に参加してきた。

２．地域や職場の参加割当などで仕方なく参加してきた。

３．その他

無回答

25

37.2

23.1

45.4

9.3

6.6

10.8

20.9

4.3
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１．差別や人権侵害をなくすために、自分も何かしなければならないと思った。

２．差別や人権侵害の実態がよくわかった。

３．もっといろいろな人権問題について学習を深めたいと思った。

４．人権問題は日常の生活や仕事と深く関わっていることに気づいた。

５．話がきれいごとすぎると思った。

６．話が難しかったり極端であったりして、理解しにくかった。

７．毎回同じような話でつまらなかった。

８．そうはいっても差別はやはりなくならないと思った。

９．その他

懇談会等に参加した感想（複数回答）



Q.5－④　「参加したことがない」、その理由。あてはま

るものを1つ選択

（本文P.17）

〇「4.そのような会があることを知らなかったから。」と

いう回答を減らしていくために、今後も引き続き様々な機

会を利用してさらなる周知を図っていく。

Q.6　人権問題ついて理解を深めるために、日南町として

は今後、どのような啓発活動を行えばよいと思うか。あて

はまるものをすべて選択

（本文P.19)

〇「1.講演会・研修会などによる学習・啓発活動」という

回答が一番多い。

　また、「7.その他」として、「子どもと大人が一緒に学

習できる機会」という意見があった。

　一方で「6.もうこれ以上啓発活動は必要ない。」と答え

た人が前回調査から半減しており、啓発の重要性への理解

が進んできていると考えられる。

10.6

12.1

23.5

21.7

6.9

25.2

0 5 10 15 20 25 30

１．自分には関係ないと思ったから。

２．いつも同じような話でつまらないから。

３．忙しくて都合がつかないから。

４．そのような会があることを知らなかったから。

５．その他

無回答

懇談会等に参加しない理由

36.4

27

26.5

31.1

13.3

13.3

10.7

1.9
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１．講演会・研修会などによる学習・啓発活動

２．居住地域での小地域懇談会・学習会などによる啓発活動。

３．テレビや映画の視聴による啓発活動。

４．「広報にちなん」など広報紙による啓発活動。

５．冊子・パンフレットなどによる啓発活動。

６．もうこれ以上啓発活動は必要ない。

７．その他

無回答

今後、必要と思う啓発活動（複数回答）



（3.同和問題について）

Q.7　人権を尊重する心や

態度を育てるために必要な、

子どもたちへの教育の内容

について。

特に進めるべきだと思う項目

を3つ以内で選択

（本文P.21)

〇前回調査と同様に、「5.『自分や

人の命を大切にする心や態度』を

育てる」が一番多くの人が選んで

いる。

Q.8　現在、同和地区の人に対する差別は無くなったと思

うか。考えにいちばん近いものを1つ選択

（本文P.23)

〇「3.差別は残っているが、表面に出にくくなった。」

という回答が一番多い。

「7.わからない」という回答が19.1%あり、この回答を深

刻に受け止め、またこの数値は決して少ない数値ではない

と、認識している。

6.8

47.4

31.4

27.1

51.7

13.2

17.5

2.2

12

2.3

1.5

0 10 20 30 40 50 60

１．同和問題に関する学習を充実する。

２．同和問題をはじめ、障がい者、女性、外国人の人権、いじめの問題など、…

３．子どもたちに「自分の人権」について考えさせる。

４．「差別をすることは悪いことである」という意識をもたせる。

５．「自分や人の命を大切にする心や態度」を育てる。

６．歴史的な経過や、差別の現状などが理解できるような教育を進める。

７．障がい者や高齢者、外国にルーツを持つ人などとのふれあいや交流体験を多くする。

８．そのような教育は必要ない。

９.わからない

１０.その他

無回答

子どもたちへの教育の方向性（複数回答）

9.1

10.9

40

12.2

4.3

1.6

19.1

1.9

0.9
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１．もはや差別は解消した。

２．少しは残っているが、数年後には解消する。

３．差別は残っているが、表面に出にくくなった。

４．現在もなお差別は存在し、解消には長い時間を要する。

５．この差別は無くならない。

６．もともと差別は存在しない。

７．わからない。

８.その他

無回答

部落差別に対する現状認識



Q.10　家族や親せき等の人が結婚するとき、相手の人が同和地区の出身とわ

かった場合、どうするか。考えに近いものを1つ選択

（本文P.29）

〇「結婚を許す」という回答が一番多い。（75.2%）

　「4.その時にならないと何ともいえない。」という回答は、差別を容認

（「消極的に結婚を反対」）することにつながりかねない。

Q.9－①　過去5年間で同和地区の人々に対

する差別的な発言や行動を直接見聞きした

ことがあるか。あてはまるものを1つ選択

（本文P.26）

〇「1.見聞きしたことがある」人は、

前回調査より減少傾向にあるが、

継続して10%以上の人が部落差別を

見聞きした、という結果となった。

Q.9－②　見聞きした際、その時、どうした

か。あてはまるものを1つ選択

（本文P.27）

〇「2.差別に気づいたが、誤りを指摘

できなかった。」という回答が一番

多い。

　人権・同和教育が目指すところは

差別を見抜き、差別に負けない力を

身に付けるとともに、一人一人が行

動を起こして、差別的な周りの状況

を変えていく力を養うことにある。

１．見聞きした

ことがある。, 

10.5

２．見聞きした

ことがない。, 

88.4

無回答, 1.1

部落差別の見聞き

１．見聞きしたことがある。 ２．見聞きしたことがない。 無回答

１．その時は差

別とは意識せ

ず、見過ごして

いた。, 17.6

２．差別に気づ

いたが、誤りを

指摘できなかっ

た。, 51.2

３．誤りを指

摘した。, 18.4

４．その他 , 

10.4

無回答, 2.4

差別に直面したときの対応

１．その時は差別とは意識せず、見過ごしていた。

２．差別に気づいたが、誤りを指摘できなかった。

３．誤りを指摘した。

４．その他

無回答

１．出身地にかかわ

らず本人の意思を尊

重する。, 59.5
２．こだわりはある

が、本人の意思が強

ければそれを尊重す

る。, 15.7

３．その結婚に

は反対する。, 1

４．その時にならな

いと何ともいえな

い。, 20.6

無回答, 3.2

同和地区の人との結婚について

１．出身地にかかわらず本人の意思を尊重する。

２．こだわりはあるが、本人の意思が強ければそれを尊重する。

３．その結婚には反対する。

４．その時にならないと何ともいえない。

無回答



（４．男女平等について）

Q.11　同和問題解決のために、自分自身がとる行動は。

あてはまるものを1つ選択

（本文P.32)

〇「5.わからない」という回答が一番多い。

　同和問題を解決するためには、一人一人が行動を起こ

さなければならない。「わからない」という回答を少し

でも減らしていくよう、全ての町民に対して引き続き

啓発を行っていく必要がある。

Q.12　どの分野で男女の地位は平等になっていると思うか。

平等になっていると思うものをすべて選択

（本文P.35）

〇「無回答」という回答が14.6%だった。無回答の理由として、

回答の選択肢に「わからない」といった項目が無かったほかに、

質問の逆として「男女平等にはなっていない」と考える人が存在

したのではないか、と考える。

29.5

22.6

7.6

3.4

34.6

2.3

0 5 10 15 20 25 30 35 40

１．部落差別を自分の問題として、差別をなくすために真剣に取り組む。

２．自分は差別していないし、同和地区の人も差別されていないからなにもしな

い。

３．どんなことをしても部落差別はなくならない。

４．同和問題とは関わりたくない。

５．わからない。

無回答

同和問題解決に向けて自分がとるべき行動

63.1

27.5

26.8

23

16.4

32.3

14.9

14.6
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１．学校教育で

２．職場で

３．家庭生活で

４．自治会や地域で

５．政治や行政の施策・方針の決定の場で

６．法律や制度の上で

７．社会通念・習慣やしきたりなどで

無回答

どの分野で男女平等となっているか（複数回答）



Q.13　「男らしさ、女らしさ」という考え方があることに

ついて、どのように考えるか。

あてはまるものを1つ選択

（本文P.36）

〇「賛成である」という回答が一番多い（59.6%）。

　性差による役割分担にこだわる人が多い、と感じられる。

Q.14　女性の人権が尊重され、女性の社会参加をすすめるためには、

行政の施策としてどのようなことが重要だと思うか。

３つ以内で選択

（本文P.38）

〇「4.出産休暇や育児・・。」という回答が一番多い。これは

前回調査と同様であった。

　出産や育児・介護における女性の負担を軽減することの必要

性を多くの人が感じていることを表している。

１．賛成であ

る。 , 18.3

２．どちらかといえ

ば賛成である。, 

41.3

３．どちらかといえ

ば反対であ

る。 , 23

４．反対である。, 

10.9 無回答, 

6.5

「男らしさ」・「女らしさ」についての考え方

１．賛成である。 ２．どちらかといえば賛成である。

３．どちらかといえば反対である。 ４．反対である。

無回答
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１．家庭や地域や職場で、男女平等意識を浸透させるための研修・啓発・教育をす

る。

２．学校で、男女平等意識を浸透させるための教育を行う。

３．管理職や審議会委員などへの積極的な登用を進める。

４．出産休暇や育児・介護休暇制度などを男女とも充実させ、働く環境の整備をは

かる。

５．女性が能力を発揮できるようにするための研修や学習の機会をふやす。

６．男女平等の観点から、法律や制度（組織の方針決定の場への参加機会における

男女差をなくす等）…

７．現在の施策で十分であり必要ない。

８．わからない。

９．その他

女性の人権と社会参加の施策（複数回答）



（５．ＬＧＢＴの人々の人権について）

Q.15　性別により差別されたり人権侵害を受け

たりしている場面は、どのような場面か。

あてはまるものをすべて選択

（本文P.40）

〇前回の調査では、「女性」に限っていたが、

今回の調査では、女性・男性を問わず「性別

により」と変更した。

「3.社会や地域に残るしきたりや習慣。」という

回答が一番多い。

　日常生活のなかで不合理なしきたりや制度が

まだ多く残っており、それを問題だと感じてい

る人が多い、という結果となった。

Ｑ.16　ＬＧＢＴという言葉について、あてはまるものはどれか。

1つを選択

（本文Ｐ.42）

〇今回の調査で初めて登場するもの。

「3.聞いたことがあり、意味も知っている」という回答が一番

多い。

　ＬＧＢＴの当事者の多くがメディア等を通じて、広く自分

たちの人権をアピールしたり、自らの性について語るなどで、

認知度を広めていることにつながっていると思われる。

43.2

17.5

50.9
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31.4

19.2
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１．家庭内での家事や育児などの役割分担。

２．配偶者などからの身体的・心理的暴力（ドメスティック バイオレンス＝ＤＶ）。

３．社会や地域に残るしきたりや習慣。

４．グラビア写真などに見られる性の商品化。

５．職場での仕事内容や給与の格差、昇任等についての男女の差。

６．職場でのセクシュアル・ハラスメント（性的いやがらせ）。

７．民法などの法制度や行政が行う施策。

８．役所や会社の方針決定の場への参加機会に男女差があること。

９．わからない。

１０．その他

性別により差別されていると考える内容（複数回答）

１．聞いたことが

ない。, 17.5

２．聞いたことがある

が、意味は知らない。, 

17.5
３．聞いたことがあ

り、意味も知ってい

る。, 56.9

４．その他

無回答

ＬＧＢＴという言葉の認知度

１．聞いたことがない。 ２．聞いたことがあるが、意味は知らない。

３．聞いたことがあり、意味も知っている。 ４．その他

無回答



Ｑ.17　ＬＧＢＴの人々の人権について、どう思うか。

考えに近いものをすべて選択

（本文Ｐ.44）

〇「2.ＬＧＢＴの方が自分の身近にいるのが分かった場合でも、

付き合い等は（今までどおり）変わらない。」という回答が一番

多い。

　次いで、「1.ＬＧＢＴの方の人権を守るよう社会が変わるべき

である。」という回答に続く。

　社会が変わるためには自分が変わり、周りが変わるよう働き

かけることが必要である。

Ｑ.18　ＬＧＢＴの人々が暮らしやすい

社会にするためには、どうしたらよい

と思うか。

あてはまるものをすべて選択

（本文Ｐ.46）

〇「2.多様性を受け入れる社会になる

ためにも、ＬＧＢＴの人々が自分を隠

さずに生きていくことができるように

する。」という回答が一番多い。

　次いで「9.わからない」という回答

が続く。令和６年度の小地域懇談会の

テーマは、ＬＧＢＴの人々の人権として

おり、５年後の調査にあたり、この結果

がどのように変化したか、注視したい。
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１．ＬＧＢＴの方の人権を守るよう社会が変わるべきである。

２．ＬＧＢＴの方が自分の身近にいるのが分かった場合でも、付き合い等は（今

までどおり）変わらない。

３．ＬＧＢＴの人の存在を理解はするが、ＬＧＢＴの方との付き合いは避けたい

（避ける）と思う。

４．社会通念や制度上、ＬＧＢＴの方の権利の一部が制限されるのは仕方ない。

５.そういう人々がいることを認めるべきではない。

６.そういう人々は、身近にいない。

７.わからない。

８.その他

９.無回答

ＬＧＢＴの人の人権（複数回答）

31.8

41.3
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１．ＬＧＢＴについて周囲が関心を持ち正しい知識を得るために、啓発活動の実施や学習を充実す

る。

２．多様性を受け入れる社会になるためにも、ＬＧＢＴの人々が自分を隠さずに生きていくことがで

きるようにする。

３．同性婚を法的に認めている国・地域（西欧・台湾など）やパートナーシップ制度（鳥取県及び日

南町では導入済み）を取り入れている国が増加しているので、日本もそうなるべきである。

４．ＬＧＢＴの人に配慮し、両性が使用できる多目的トイレや更衣室などを設置する。

５．ＬＧＢＴに対するハラスメントや差別の禁止を法律に明文化する。

６．公的な書類等へ性別を記載することを無くす。

７．職場や学校での性別による制服指定等の廃止。

８．気持ちや情報を共有できる居場所づくりや専門相談体制を構築する。

９. わからない

１０. その他

ＬＧＢＴの人々が暮らしやすい社会にするためには（複数回答）



（６．高齢者の人権について）

（７．障がいがある方の人権について）

Ｑ.19　高齢者の人権を守る上で、どのようなことが必要と思うか。

あてはまるものをすべて選択

（本文Ｐ.48）

〇「3.医療や福祉サービスの充実」という回答が一番多い。

　次いで、「1.人を大切にする心」、「2.家族のきずな」

と続く。

　過去３回の調査でいずれもベスト３に入っているものは

「2.家族のきずな」であった。

Ｑ.20　障がいのある方の人権について、どのような状況にあると思

うか。

考えに近いものをすべて選択

（本文Ｐ.50）

〇「3.人々の意識はかなり高まってきたが、まだまだ差別や偏見があ

る。」という回答が一番多い。

　前回の調査結果と同様だった。
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１．人を大切にする心。

２．家族のきずな。

３．医療や福祉サービスの充実。

４．介護休業制度など家族の負担軽減。

５. 高齢者がいきいきと活躍する場や機会。

６．高齢者虐待に関する相談・救済体制。

７．隣り近所や町内会など地域の支援体制。

８．年金などの収入。

９．道路の段差、駅などの建物の階段、住居の構造などのバリアフリー化。

１０．わからない。

１１．その他

高齢者の人権を守る上での必要なこと（複数回答）

17.5

7.2

55.3

10.2

36.5

26.6

9.9

7.3

20.2

17.3

1.6

2.7
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１．福祉施策の充実などにより、人権はだいたい保障されている。

２．正しく理解され、人々の意識に差別や偏見はほとんどない。

３．人々の意識はかなり高まってきたが、まだまだ差別や偏見がある。

４．人々の意識に根強い差別や偏見がある。

５．障がいや障がい者の生活上の不便さなどに関する人々の認識が欠けている。

６．就労の機会が保障されていない。

７．教育の機会が保障されていない。

８．アパートの入所拒否など地域社会から疎外されている。

９．地域社会の行事等に参加しにくい（サポートが不足）状況にある。

１０．わからない。

１１．その他

無回答

障がいのある人の人権の現状（複数回答）



（８．子どもの人権について）

Ｑ.22　子どもの人権を守るためにはどのようなことが

必要だと思うか。

３つ以内で選択

（本文Ｐ.53）

〇「4.子ども同士がお互いの人権を尊重しあえるよう教育

する。」という回答が一番多い。

　過去３年間の調査結果と同様であった。

Ｑ.21　障がいのある方の人権を尊重するためには、

行政の施策としてどのようなことが重要だと思うか。

3つ以内で選択

（本文Ｐ.51）

〇「1.医療やリハビリテーション・介護の体制を充実

する。」という回答が一番多い。

　前回の調査結果と比較して、28.4ポイント増加した。
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１．医療やリハビリテーション・介護の体制を充実する。

２．就労継続支援事業所等の充実や就職できる職種の増加について企業を指導する。

３．給与や年金などの所得保障を充実する。

４．医療関係者・施設職員に対し、障がい者の人権や対応について教育・研修を行う。

５．スポーツや文化活動など、余暇活動への参加に配慮する。

６．道路の段差や建物の階段などのバリア（障壁）を取り除く。

７．障がいのある子どものための教育の内容や機会を充実する。

８．障がい者に対する正しい認識を広げる啓発活動を充実する。

９．相談体制を充実する。

１０．現在の福祉施策は十分であり、新たに取り組む必要はない。

１１．わからない。

１２．その他

無回答

障がいのある人の人権尊重のための行政施策（複数回答）

43.4

15.2

33.6

53.5

19.8

28.3

23.7

1.3
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1.1
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１．児童虐待や性被害から子どもを守るための施策を充実する。

２．子どもの人権を守るための広報・啓発活動を推進する。

３．教職員の人権意識や資質を向上させる。

４．子ども同士がお互いの人権を尊重しあえるよう教育する。

５．子どもにも独立した人格があることを大人に教育する。

６．家庭の中でお互いの人権を尊重する。

７．子どもの意見を大切にする。

８．子どもの人権は十分に守られており、特別な施策は必要ない。

９．わからない。

１０．その他

無回答

子どもの人権を守るために必要なこと（複数回答）



（9．外国人の人権について）

Ｑ.23　児童虐待をなくすために必要なことはどんなこと

だと思うか。

３つ以内で選択

（本文Ｐ.54）

〇「4.児童虐待を防ぐための機関や組織の充実、相互の連

携、協力を強める。」という回答が一番多い。

　前回の調査結果と比較して、24.4ポイント増加した。

　また全てが、前回より回答の割合が増加した。このこと

は、子どもへの虐待等に対する関心が深まってきているの

ではないかと思われる。

Ｑ.24　日本で暮らす外国人にとって、支障となっている

と思うのはどのようなことか。

あてはまるものをすべて選択

（本文Ｐ.56）

〇「12.わからない。」という回答が一番多い。

　他の人権問題と比べ、関心が低く理解が進んでいない

可能性がある。
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１．児童虐待に関する広報・啓発活動を推進する。

２．早期発見を行うための乳幼児健診・訪問指導を徹底する。

３．保育サービス・子育て支援サービスを充実する。

４．児童虐待を防ぐための機関や組織の充実、相互の連携、協力を強める。

５．地域で子どもを見守る活動を充実する。

６．親同士が相談しあえる場所や機会を充実する。

７．専門的な相談ができる窓口を充実する。

８．被害を受けた子どもを保護する場所を充実する。

９．虐待した保護者への指導、教育、生活の支援を強化する。

１０．わからない。

１１．その他

無回答

児童虐待をなくすために必要なこと（複数回答）
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１．外国人に対する日本人の差別意識や偏見がある。

２．在留カードや特別永住者証明書の常時携帯義務がある。

３．住宅を容易に借りることができない。

４．日本での在留資格の取得にあたり、許可条件がきびしい。

５．年金や医療保険制度などの福祉政策が、日本人と同じように適用されない。

６．病院や公共施設等に通訳や外国語表記がなく、十分なサービスが受けられない。

７．宗教や慣習が違うので、地域社会に受け入れられない。

８．外国人の子どもが、自国の文化や生活習慣にそった教育を受ける場がない。

９．就職や仕事の内容・待遇などで不利な条件におかれている。

１０．税金を支払い、地域社会に溶け込んでいても、選挙権がない。

１１．特に問題と感じることはない。

１２．わからない。

１３．その他

無回答

在日外国人の暮らしの上での支障内容（複数回答）



（10．個人のプライバシーについて）

Ｑ.25　日本で暮らす外国人にとって、

在留カードの常時携帯義務等といった、

制度上に制約があることについて、

どう思うか。

考えに近いものをすべて選択

（本文Ｐ.57）

〇「3.ある程度制約があるのはやむを

得ないが、なるべく日本人と同様にし

ていくべきである。」という回答が一

番多い。

　過去３年間の調査結果と同様であった。

Ｑ.26　個人のプライバシーに関して、どの

ような場合にプライバシーが守られていな

いと感じるか。

あてはまるものすべてを選択

（本文Ｐ.59）

〇「2.知らない企業や団体からダイレクト

メールが届いたり、訪問や電話による勧誘

をうけたりすること。」という回答が一番

多い。

　前回の調査結果と同様だった。

10.5

20.3

48.4

8.2

5.4

13.2

21.5

27

0.6

3

0 10 20 30 40 50 60

１．日本に帰化（日本国籍を取得）すれば、解決できることである。

２．外国人が日本で暮らす以上、ある程度の制約は当然である。

３．ある程度の制約があるのはやむを得ないが、なるべく日本人と同様にしていくべきである。

４．日本人と同じにすべきである。

５．その外国人の母国での日本人に対する制約と同様にすべきである。

６．世界各国の取り扱いを見ながら判断すべきである。

７．日本で暮らすことになった経緯などを考慮し、個別に判断すべきである。

８．わからない。

９．その他

無回答

在日外国人に対する制度上の制約（複数回答）
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１．インターネットやＳＮＳに自分の情報を掲載されること。

２．知らない企業や団体からダイレクトメールが届いたり、訪問や電話による勧誘をうけたりす

ること。

３．自分や家族のことについて、他人に言いふらされること。

４．民間企業や名簿業者などに、自分に関する情報が知らないうちに集められ、管理されるこ

と。

５．就職や結婚の際に企業や興信所から調査されること。

６．その他

無回答

プライバシーが守られていないと感じるとき（複数回答）



まとめ（意識調査の結果から）

〇啓発活動については、多くの方が講演会や研修会などによる学習や、広報誌による啓発活動を希望されていました。さらにそのほか、回答を参考にしながら啓発を行っていきます。

〇講演会等に参加したことのない理由として、「そのような会があることを知らなかった」という回答が多かったことから、様々な機会を利用して、引き続き更なる周知を図っていきます。

〇「部落差別は残っている」からこそ、同和問題に対して繰り返し学習をしていく必要があります。

〇「同和問題を解決するためには、あなた自身どうしたらよいか」という質問に対して、「わからない」という回答が、年代別に見ても、どの年代に共通して一番多い回答でした。

　人権・同和教育が目指すところは差別を見抜き、差別に負けない力を身に付けるとともに、一人一人が行動を起こして、差別的な周りの状況を変えていく力を養うことにあります。

　「わからない」という回答を減らしていくために、一人一人が行動に移せるように、全町民に対して啓発を行っていきます。

Ｑ.27　就職や結婚時に、出身地など、本人

の人柄や実力とは関係のないことがらを調

査することについて、どう思うか。

考えに近いもの1つ選択

（本文Ｐ.60）

〇「4.そのような調査は、全く必要ない。

（調査しなかった）」という回答が一番多

い。

　しかし、「2.おかしいと思うが、自分だ

け反対してもしかたがない。」と「1.昔か

ら誰もやっていることであり、当然であ

る。」という身元調査に肯定的な意見が

19.1%となった。

　身元調査を行うことは誤りである、とい

う啓発を引き続き行っていく必要がある。
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１．昔から誰もがやっていることであり、当然である。

２．おかしいと思うが、自分だけ反対してもしかたがない。

３．間違っているので、なくすように努力する。（努力している）

４．そのような調査は、全く必要ない。（調査しなかった）

５.その他

無回答

身元調査について思うこと


